
添付資料 10 団地認定の区域変更手続（想定） 
 名古屋市営氷室荘（北工区）整備事業においては、建築基準法（以下、「法」という。）に準拠し、敷地全域にかかっている団地認定の区域を、活用用地を除いた範囲に変更する。 
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STEP① STEP② STEP③ 

４号棟の解体着手後 

＜注意点＞ 

・建築確認申請が必要となる建築

物（あずまや等）を一つ残す 

 

・最終的に団地認定の区域から除

外する部分の緑化面積も事業地内

で賄う 

＜注意点＞ 

・解体撤去工事に先立つ建設リサ

イクル法(建設工事に係る資材の再

資源化等に関する法律)に基づく届

出など、各種法令に準拠し、適切な

手続きを行う 

 →（以降の STEP についても同様） 
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日影許可のリスクを避けるため、図

面上は将来形（更地の状態）とする 

→確認申請の図面も同様 

STEP② STEP③

＜注意点＞ 

・D 棟の日影の影響で、4 棟の敷地（敷地 6）の内、活用用地から除外される部分が生じるため、その取扱い 

 →A 棟が旗竿敷地となっているため、通り抜け空地に設定するなど整理が必要 

 →活用用地を除外した敷地全体において、緑化率 15%（10%＋上乗せ分 5%）を満たすことが必要 

 

・南工区について、団地認定の敷地境界に隣接し外構未整備の部分が一部存在するため、その取り扱い 

日影許可のリスクを避けるため、図

面上は将来形（更地の状態）とする 

→確認申請（変更）の図面も同様 

D 棟日影の影響で、活用用地に含

めることができず、市営住宅の敷

地のまま残る部分 


